
１　一般会計
（１）一般会計歳入
歳入総額 億 万円

自主財源 （ ％ ） 町が独自で調達するお金
依存財源 （ ％ ） 国や県から町に入ってくるお金

町税 億 万円 （ ％ ）
繰越金 億 万円 （ ％ ）
繰入金 億 万円 （ ％ ）
その他 億 万円 （ ％ ）
地方交付税 億 万円 （ ％ ）
国庫支出金 億 万円 （ ％ ）
県支出金 億 万円 （ ％ ）
町債 億 万円 （ ％ ）
地方消費税交付金 億 万円 （ ％ ）
その他 億 万円 （ ％ ）

令和７年度決算状況

　一般会計の歳入総額は62億5,477万円、歳出総額は61億76万円で差引1億5,401万円となり、翌年度繰
越財源3,035万円を除いた実質収支額は1億2,366万円となりました。
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　町税は、前年度の定額減税等の影響により個人町民税が増額し、前年度比4,712万円、3.7％増加
しています。
　繰入金は、財政基金取崩し額の減額により、前年度比2,942万円、19.2％減少しています。
　繰越金は、前年度比8,937万円、27.8％減少しています。
　地方交付税は、主に普通交付税の増額により、前年度比1億2,740万円、5.6％増加しています。
　国庫支出金は、普通建設事業費等の減額により、前年度比6,551万円、8.4％減少しています。
　県支出金は、予防接種健康被害救済給付費等の減額により、前年度比2,371万円、5.4％減少して
います。
　町債は、保健センター改修事業や災害復旧事業債等の繰越事業分の減額により、前年度比1億
6,478万円、31.8％減少しています。
　地方消費税交付金は、前年度比2,384万円、8.0％増加しています。
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自主財源

依存財源

町税 13億3423万円

繰越金 2億3259万円

繰入金 1億2405万円

その他 2億3959万円

地方交付税 24億433万円

国庫支出金 7億1000万円

県支出金 4億1830万円

町債 3億5350万円

地方消費税交付金 3億2214万円
その他 1億1604万円



（２）一般会計歳出
歳出総額 億 万円

民生費 億 万円 （ ％ ）
総務費 億 万円 （ ％ ）
土木費 億 万円 （ ％ ）
衛生費 億 万円 （ ％ ）
教育費 億 万円 （ ％ ）
公債費 億 万円 （ ％ ）
消防費 億 万円 （ ％ ）
農林水産業費 億 万円 （ ％ ）
議会費 万円 （ ％ ）
商工費 万円 （ ％ ）
災害復旧費 万円 （ ％ ）
労働費 万円 （ ％ ）

２　特別会計

国民健康保険事業 億 万円 億 万円 万円
熊南地域介護認定審査会事業 万円 万円 　円
介護保険事業 億 万円 億 万円 万円
後期高齢者医療事業 億 万円 億 万円 　円

　民生費は、児童手当等の増額により、前年度比3,155万円、1.6％増加しています。
　総務費は、自治体情報システム標準化等の減額により、前年度比9,426万円、7.7％減少していま
す。
　土木費は、普通建設事業費等の減額により、前年度比5,543万円、7.2％減少しています。
　衛生費は、周東環境衛生組合への負担金等の増額により、前年度比9,520万円、17.7％増加してい
ます。
　教育費は、学校給食センター負担金や学校給食無償化事業等の増額により、前年度比9,987万円、
22.7％増加しています。
　公債費は、前年度比1,415万円、3.1％減少しています。
　消防費では、広域消防組合負担金や防災用モビリティトイレの導入費用の増額により、前年度比
5,954万円、19.0％増加しています。

61 76

費目 歳出額 割合

7 1,875 11.8
11 2,338 18.4
19 5,887 32.1

265 0.0

5,110 0.8
6,579 1.1

3.0

4 4,817 7.3

6 3,154 10.4

4,127
2,385 2,385 0

3 7,254 6.1

3,994 8.9

336 0.1

5

1 8,467

会計名 歳入 歳出 歳入歳出差引額
14 1,400 13 7,273

3 1,668 3 1,668 0
14 157 13 7,780 2,377

民生費 19億5887万円

総務費 11億2338万円土木費 7億1875万円

衛生費 6億3154万円

教育費 5億3994万円

公債費 4億4817万円

消防費 3億7254万円

農林水産業費 1億8467万円
議会費 6579万円商工費 5110万円災害復旧費 336万円

労働費 265万円



(単位：千円)

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

634,946 701,658 548,219 510,816 504,375

710,546 663,900 679,970 687,744 699,343

1,345,492 1,365,558 1,228,189 1,198,560 1,203,718

（単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

5,089,055 4,956,181 4,781,787 4,858,222 4,788,496

企業会計 （下水道事業） 4,539,340 4,413,487 4,266,447 4,141,486 3,988,801

9,628,395 9,369,668 9,048,234 8,999,708 8,777,297合 計

3　基金残高

　    基金とは、自治体における貯金（預金）です。目的経費に対し取り崩して財源に充てるほか、将来に備えて

   積み立てます。

基 金 名

財 政 基 金

そ の 他 の 基 金

合 計

4　町債残高

　　 町債とは、公共施設や道路・下水道などの公共インフラの建設改良に要する財源として資金調達
　するものです。

会 計 区 分

一 般 会 計

634,946 701,658 548,219 510,816 504,375

710,546 663,900
679,970 687,744 699,343
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財政基金 その他の基金

（単位：千円）
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(単位：百万円)



（単位：千円）

（歳入）

（歳出）

【社会保障施策に要する経費】

国・県
支出金

社会福祉費
福祉医療事業

（重度・乳幼児・こども・
ひとり親家庭）

88,832 20,727 10,428 49,622 8,055

社会福祉費
障害者福祉事業
（障害福祉サービス

費等）
381,676 292,471 76,747 12,458

社会福祉費
国民健康保険事業
（保険基盤安定
繰入金）

64,193 48,345 13,635 2,213

社会福祉費
介護保険事業
（低所得者保険料
軽減繰入金）

12,290 9,362 2,519 409

社会福祉費
後期高齢者医療事業
（保険基盤安定繰入

金）
62,709 47,031 13,489 2,189

保健衛生費
乳幼児等予防接種

事業
34,077 29,318 4,759

643,777 417,936 0 10,428 185,330 30,083

令和７年度地方消費税交付金のうち社会保障財源化分が充てられた社会保障施策に要する経費

市町村交付金（社会保障財源化分） 185,330

社会保障施策に要する経費 643,777

地方債 その他

社会保障
財源化分
の市町村
交付金

その他

計

項 事　業　名 経　費

特　定　財　源 一　般　財　源


